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Ⅰ 企業政策論と経営政策論，その課題

企業政策論は，そのアプローチ（接近）方法により，種々の展開と内容が可能であ

る。経営戦略論や人的資源管理論，企業組織論として，それぞれの接近が可能である。

ここでは，企業政策論の 1科目としての「経営政策論」の接近を，以下に試みよう。

経営政策論の課題は，1990年代における日本企業の国際競争力の減退と要因の追求

である。21世紀に入り，2004年の現在なお，この課題は克服されていない。これまで

国際競争力を保持していた日本産業や日本企業が，なぜ 1990年代以降において国際競

争力を維持できなくなったかの仮説の設定を，二つの要因に求めようとしている。

一つは，IT 化への取り組みの遅れとネットワーク経済やデジタル経済への移行が大

企業や中小企業によってスムーズに行われていないことに起因している。また，大企業

や中小企業が，国際競争力の維持ができない理由を，経営戦略の欠如とビジネスモデル

の構築にこれまで必ずしも成功していないことに求めようとしている。

今一つの原因は，中国を始めとする主として東南アジアへの日系企業による海外進出

のブーメラン効果と，現地での地場資本や華人資本による大企業・中小企業の成長と

「世界の工場」としての役割の拡大を通した，日本企業の中高級品市場への侵食と価格

第 1図 日本企業の国際競争力の減退を巡るサンドイッチ現象
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の下方硬直化の影響として捉えようとしている。また，同時にその対策（政策）をも探

ろうとしている。

つまり，1990年代以降における，大企業や中小企業を含めた日本企業での国際競争

力の減退の要因を，一方での日本企業による経営戦略やビジネスモデル構築の遅れと，

他方での東南アジア等での現地企業の成長の影響という，第 1図にあるようなサンドイ

ッチ現象に原因を求めようとしている。

Ⅱ 日本企業に関する国際競争力の減退要因と対策（政策）

これまでの日本経済の年代別の推移と経済特徴を，商品開発のタイプ，主導産業とも

絡ませながら考察すると第 1表のとおりになる。

日本経済の発展過程をたどると，1960年代から 70年代前半までのいわゆる高度経済

成長時代は，量産技術を中心とした「規模の経済」を特徴とし，重厚長大型である鉄

鋼，家庭電気，自動車産業などの発展をみてきた。

さらに，1970年代の後半から 80年代において，低成長経済に移行すると，企業の多

角化，国際化，系列化がいっそう進展し，「範囲の経済」を特徴としている。とくに外

部経済のメリットを追求し，企業系列，下請け企業を利用して，事業を外延的に拡大し

ていく時代であった。自動車やエレクトロニクス，精密機器などの産業において，日本

の国際競争力が向上し，産業の発展をみている。最も日本の国際競争力が強かった時代

であ
1

る。

しかし，1990年代に入ると，経済環境は激変する時代へと突入している。旧ソビエ

ト連邦の崩壊と社会主義経済圏の市場経済への移行，日本におけるバブル経済の崩壊，

大型企業倒産の続出，金融機関の再編成，IT 革命の進展，アジア通貨危機など枚挙に

暇がないほどであった。

────────────
１ 太田進一〔9〕249ページ。太田進一・阿辻茂夫編著〔3〕2～3ページ。

第 1表 経済の年代別推移と特徴

経済の特徴と主流 商品開発タイプ 主導産業

1960年代～70年代
前半（高成長経済）

「規模の経済」
内部経済

重厚長大型
鉄鋼，家庭電気，

自動車

1970年代後半～80
年代（低成長経済）

「範囲の経済」
外部経済

軽薄短小型
自動車，精密機器，
エレクトロニクス

1990年代～2000年代
（不安定成長経済）

「結合の経済」
ネットワーク経済

マルチメディア型 電気通信，IT

出所：太田進一・後掲・参考文献〔9〕249ページ。
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しかし他方では，アメリカ経済が「双子の赤字」を克服し，企業でも再び国際競争力

を復活させた。これは，アメリカ企業が 80年代において，ドイツや日本の企業の経営

手法を研究・導入し，リストラクチャリングを米国の IT やネットワークと結合させ，

さらにリエンジニアリングや BPR（Business Process Reengineering）として再編成した

からである。

ネットワークやインターネットの発展を利用し，企業と企業，あるいは企業グループ

と企業グループ，または企業と企業グループといった形で，ネットワークを媒介として

結合し，連携（partnership）により，相互の得意分野を補完しあいながら，双方の事業

を活かしている。いわば「結合の経済」ともいえる，「ニューエコノミー」や「デジタ

ルエコノミー」「ネットワーク経済」の時代に入ったことを実感させている。

「結合の経済」は，従来の点と点を結ぶ線上のものから，放射線状やウェブ状のもの

へと，ネットワークを基盤としたものへと変化している。従来の垂直統合（vertical inte-

gration）や横断結合（horizontal combination）よりも相乗的なより大きな効果がもたら

されている。しかも，結合の内容や対象は，製品の結合や産業の結合から始まって，顧

客の結合やビジネス・モデルの結合へとノウハウや経営戦略の結合へ拡大されてきてお

り，新たな価値創造が展開されている。

ところが日本の現実をみると，このような「結合の経済」への移行がスムーズに行わ

れていない。それは，パソコンやオフコンなどコンピュータの導入台数が徐々に増え，

普及しているとはいえ，同じアジア地域内で比較してもシンガポールやマレーシアほど

伸び率は高くない。また，インターネットの利用においてインフラとしての役割が重要

視される ADSL（Asymmetric Digital Subscriber Line 非対称デジタル加入者線）の高速

電気通信の普及もお隣の韓国の方が早かった。さらに，インターネットやそれをツール

とした電子商取引（EC）の普及・発展も，シンガポールなどの方が顕著である。

個別企業における国際競争力のこれまでの秘密とされてきた日本的経営は，依然とし

て「暗黙知」や OJT を重要視しており，形式知化や形態知化，文書化，マニュアル化

のテンポもゆるやかである。ようやく，シンガポールやマレーシア，タイ，インドネシ

アなど東南アジアにおいて，現地工場での ISO 9000番台を主とする認証取得に伴い，

現地従業員が簡単な文書化されたカードを保有するという形式で，暗黙知が形式知化さ

れてきている。これは，自動車産業や電気産業の大企業，中小企業で現地工場において

進められてきてい
2

る。

これらの現象は，次の時代である「結合の経済」への布石となっている。徐々に，日

本においても，大企業や中小企業において，結合経済やデジタル経済への移行を進め，
────────────
２ 太田進一によるシンガポール，マレーシア，タイの日系企業の現地企業・工場の訪問とヒアリングによ
る。2000年 8月 20日から 10日間訪問。
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ビジネスモデルの構築に成功している企業が誕生し始めており，そのような企業は現今

のデフレ経済下での大方の企業が利益率において赤字経営を余儀なくされているにもか

かわらず，高利益率と高成長を達成している。それは何らかの形において IT をツール

として利用しており，また他企業が模倣できない競争優位を確保している。それが，同

義反復ではあるが，結合経済，デジタル経済への移行の達成と，ビジネスモデルの構築

なのである。

1980年代における国際競争力は基本的にはリバース・エンジニアリングによる生産

ラインでの生産性・品質向上のための工夫や，中小企業における加工開発，完成品メー

カーと中小メーカーとの部品の共同開発などによるものであった。

それに対して，1990年代以降における日本企業の国際競争力の減退は，主として二

つの要因によるものである。一つは，IT 化やデジタル経済への遅れ，ビジネスモデル

の構築が上手くいっていないか，あるとしても数少ないことである。これは，日本企業

による「結合の経済」や「ニューエコノミー」，「ネットワーク経済」への移行が必ずし

もスムーズに行われていないのである。これは，大企業でも中小企業でもそうである。

もう一つは，中国，東南アジアを中心とする日本企業による海外進出と逆輸入，製品の

ブーメラン効果による影響である。従来は，日本企業の国内市場では低級品を中心に影

響を受けており，その意味では中小企業への影響が大きかったが，最近は中高級品市場

へと影響のクラスが上級移行してきた。そのために大企業でも影響が大きく現れてい

る。また，全体にデフレ経済下にあって，さらに市場価格の下方硬直化の影響がみられ

る。

欧米の企業は豊富な原図や設計図の開発によるデジタル経済への移行がスムーズに行

われ，内容的にもそのための 3次元 CAD の発展や導入が盛んであった。それに比較す

ると，日本企業ではイメージを膨らませながらモノ作りを行うプロセスそのものが 3次

元 CAD の導入を遅らせることになった。しかし，中小企業でも 3次元 CAD を利用し

優れた技術を保有し始めている新たなタイプの中小企業が誕生してきている。

情報化や情報機器は，そのままでは競争優位の構築には寄与しない。むしろ，情報化

ケイパビリティ（能力）そのものが競争優位を生み出す。中小企業でも情報ツールをビ

ジネスモデルの構築に利用することによって初めて競争優位を構築できる。

現在国際競争力を保有する液晶ビジョンやデジタルカメラの生産においても，キット

による現地生産や，日本国内での中高級機の研究開発と生産を維持するなど，商品回転

が速くスピードを必要とする生産は日本国内に留めている。時間競争と技術力の向上と

絶えざる進化こそが国際競争力を維持する秘訣であり，対策（政策）である。国際競争

力を保持している中小企業でも，地道な製品や工程の改良をし続けるという姿勢こそ肝

要であることが示されている。
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Ⅲ ネットワーク経済の展開とネットワークの発展・変遷

ここでは，ネットワークの段階的発展をマトリックスで第 2表のとおり描いている。

縦軸に空間の広がりを拠点的なものから広域的なものへ，横軸には時系列として現在か

ら将来へと発展的に捕らえている。

漓外注化は，現在，拠点的，コア的にアウトソーシング・ネットワークとして展開さ

れている。まず，端緒的な形態として発展している。滷世界化は，現在，広域的にグロ

ーバル・ネットワークによって展開されている。今日，国際的，地球規模的な広がりを

見せている。澆協調化は，拠点的に将来にわたってコーポラティブ・ネットワークとし

て進展しようとしている。近年は国内から海外へと国際的な提携・連携へと発展しつつ

ある。潺仮想化は，漓のアウトソーシング・ネットワークと，滷のグローバル・ネット

ワーク，澆のコーポラティブ・ネットワークの発展形態であり，統合されたネットワー

クである。一国内にとどまらずに，国際的・地球規模的に拡大されつつあり，その規模

は企業数においてかなりの数を巻き込みつつあり，企業の国籍も多国籍化してきてい

る。

これらのネットワーク形態は，かならずしも漓から順次に段階的に発展するとは限ら

ず，また，ネットワーク形態が同時・併存的・多発的に存在しており，複合的なネット

ワーク形態も存在している。

1．アウトソーシング・ネットワーク

アウトソーシングとは，あるまとまりを持つ主要な契約の遂行に，部分的に貢献する

契約と定義できる。製造業の場合は，元請が下請に 3種の契約内容，漓部品開発・製造

・加工，滷完成品委託開発・製造・加工，澆特定の製造・加工・設計工程ないし諸々の

サービスを遂行するための補助的技術・労働・能力の提供，から業務委託を行うものを

第 2表 ネットワークの段階的発展

広域的

滷世界化
グローバル
ネットワーク
（global network）

潺仮想化
バーチャル
ネットワーク
（virtual network）

拠点的

漓外注化
アウトソーシング
ネットワーク
（outsourcing network）

澆協調化
コーポラティブ
ネットワーク
（corporative network）

現 在 将 来

資料：〔10〕
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指してい
3

る。

日本におけるアウトソーシングの展開と形態をみると，第 3表のとおりである。

アウトソーシングに近い概念のビジネスとして，コンサルティング，人材派遣，業務

代行が存在する。業務の設計・計画をするか，しないか，業務の運営をするか，しない

かで，マトリックスにより区分すると，自分で設計し，運営までを行うのがアウトソー

シング，両方しないで人を出すだけが人材派遣，設計や企画はするが運営しないのがコ

ンサルティング，決められた設計のもとで運営だけするのが業務代行である。

アウトソーシングしているのは中小企業よりも大企業の方が多いが，最近は中小企業

でも増えてきている。またアウトソーシングしている企業では，今後ともアウトソーシ

ングを続け，拡大したい意向が強い。

またアウトソーシングするメリットは，外部の専門性の活用，自社の得意分野への経

営資源を集中できる，人員・人件費を削減できる，業務が迅速化できるなどである。自

社に不足するか，不得意分野の経営資源を外部から調達しようとしたり，コスト削減や

企業の事務の生産性向上などが主たる理由である。ここからも，固定的な関係としての

アウトソーシング・ネットワークが形成されてきていることが理解できる。

逆に，アウトソーシングに伴うトラブルや，結果的にコストアップや効率性の低下に

つながる例もみられる。中長期的な経営戦略に基づき，自社の得意分野が何かを見極

め，提供されるサービスが必要とする経営資源に合致するのかを判断しながらアウトソ

ーシングしていく必要がある。

管理的な視点からは，外部調達者（主要な契約者）が下請企業に徐々に依存したり，

海外立地を利用したりする際に，アウトソーシングはもっと複雑でリスクのあるものと

なる。

また情報システムの契約者は，下請企業へ徐々に依存しつつある。アメリカでは，イ

ンドやイスラエル，フィリピンなどへ低いプログラミング・コストで外注されている。

プログラマーは短期で供給されており，派遣業者によって専属的なプログラミング工房

となっているのが現実である。アメリカ本社と海外でアウトソーシング・ネットワーク

────────────
３ ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス編集部編〔20〕157ページ。

第 3表 アウトソーシングの発展

業務の設計・計画
あり コンサルティング アウトソーシング

なし 人材派遣 外注（代行）

なし あり

業務の運営

資料：〔38〕
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が形成されている。

2．グローバル・ネットワーク

自動車や電気産業における主要な企業は海外へ直接投資を実施し，日本本社と海外工

場間でグローバル・ネットワークを展開している。欧米の多国籍企業も，日本よりもか

なり早くから海外工場を展開し，同様にグローバル・ネットワークを展開してきた。工

場間や本社との連携は，欧米企業では VAN や EDI が，日本企業では LAN や国際

VAN，最近は日米欧の企業では，インターネット，イントラネット，エクストラネッ

トが利用され始めている。

グローバル・ネットワークを利用して，資材・部品調達や補修部品の在庫補給，研究

開発の拠点間を連携した共同開発が実施されている。

自動車産業にみられるように，アジアにおける部品の地域間の相互補給体制から，

徐々に系列を超えたネットワークへと発展してきている。また，膨大な研究開発費の節

約から，自動車や電気産業では，国境を越えたグローバル・ネットワークを利用したニ

ューモデルの開発が実施されてきている。新たな企業連携と時差を利用した継続的な連

携開発による，経費節約と早期開発の同時達成をねらっている。

CIM などでは，国内システムからさらに海外拠点間，海外と国内の業務の統合化，

グローバル・オペレーションの統合に取り組まれている。業務間，部門間，事業部間，

企業間，各国間のグローバルな統合へと重層的に拡張されている。そのためには，部品

体系の標準化，コード体系や受発注方式，伝票の統一が必要となる。

グローバルな段階に対応した情報の活用として，第 1段階では，国内の受発注処理や

生産管理，CAD システムなどのアプリケーションが現地へと移植される。海外の販売

拠点からの販売・受注・出荷依頼情報はネットワークを通じて日本に送られる。第 2段

階では，現地経営者に大幅な権限委譲がなされる。各国の経営管理システムがグローバ

ルな情報システムと結合し，グローバル企業体として経営情報システムを形成する。連

結決算，資金運用，投資執行管理が全世界レベルで行われ，各国ごとに販売・生産・技

術の統合が進められる。第 3段階は，グローバル企業全体としての情報システムの統合

である。全世界レベルでの販売・生産・技術の統合が図られ
4

る。

3．コーポラティブ・ネットワーク

高度な専門性を持ったアウトソーシングの企業を利用しながら，さらにそのサービス

を組織的に取り込み，新たな付加価値を生み出していこうとする手法であるコ・ソーシ

ングへと発展する。アウトソーシングには，なお元請，下請的な要素が残っているとす
────────────
４ 目代洋一・渡辺 弘・松島桂樹編〔25〕149ページ。
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るなら，コ・ソーシングは，企業同士がイコール・パートナーとして問題解決に当た

り，アライアンス（戦略的提携）の要素が強まってくる。アウトソーシングそのもの

が，協調的な関係へと移行し，コーポラティブ・ネットワークへの端緒的な萌芽として

みられ始める。

インターネット対応に遅れたマイクロソフト社は，1996年前半にはアウトソーシン

グによる技術戦略提携で 30件の事業提携を結んだ。インテル，コンパック，DEC，タ

ンデム，アメリカ・オンライン，コンピュサーブ，ドイツ・テレコム，NTT, VISA,

NBC，カシオ，オラクル，サン，モトローラなどである。オープンな互換機路線がい

っそうのコーポラティブ・ネットワークへと発展していった。

自動車業界における日産とルノーの提携は，ほぼ対等の関係を前提にしたコーポラテ

ィブ・ネットワークの形成である。共同購買の政策や共通プラットホームの開発が行わ

れてきた。日産，ルノーの両社で 2010年までにプラットホームを 10に統合する計画が

進められている。また，提携戦略を検討する実働部隊として，商品企画・戦略，車両開

発，製造などの部門別やヨーロッパ，南米，アジア・アセアニアなど地域別に 12のク

ロス・カンパニー・チーム（CCT）が設置されている。さらに，両社の業務の基盤整

備，情報システムの技術標準，品質基準，会計，法務などの統一化を図るために，ファ

ンクショナル・タスク・チーム（FTT）を設けて，提携に関する各組織の調整や情報管

理を行う事務局として，東京とパリにアライアンス・コーディネーション・ビュローが

おかれた。ルノーが生き残るためには，日産が必要なのであ
5

る。

4．バーチャル・ネットワーク

コーポラティブ・ネットワークの萌芽であるコ・ソーシングが相互補完的に増殖する

と，よりいっそう高い付加価値を生み出すネットワークとして「バーチャル・コーポレ

ーション」などと呼ばれるバーチャル・ネットワークの形態へと発展していく。これ

は，アウトソーシング・ネットワーク，グローバル・ネットワーク，コーポラティブ・

ネットワークが統合化されたものとみてよい。

ネットワーク利用による共同設計を通したバーチャル・ネットワークの先駆的事例に

ボーイング 777がある。模型や青写真なしでデザインされた最初の飛行機とされてい

る。ワークグループ・デザインチームには顧客と部品供給業者も加わっていた。機体は

同時並行的に開発され，製造期間は劇的に短縮された。あらゆるパフォーマンスと天候

状況を考慮したネットワーク上の飛行テストが繰り返し行われた。双方向性が確保され

たマルチメディアによって実現され
6

た。
────────────
５ 日経ビジネス編〔13〕235−239ページ。
６ Don Tapscot，ドン・タプスコット〔21〕150ページ。
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乗用車の部品点数は何万点の規模であるが，旅客機の部品点数は何十万点にも及んで

いる。1部品について図面と書類数は最低でも 100点を超えるとみられ，全体の図面や

書類数は年千万点ではすまずに，億の桁に及ぶ。それをネットワークによる情報共有に

よって解決した。ボーイング社内だけでも，超大型コンピュータ 7台，ワークステーシ

ョン 2800台が活用された。設計開始から 1号機の納入までの期間 5年を守り，開発費

を 20％節約し，当初の目標である 50億ドルの予算の範囲内にとどめた。日本からは三

菱重工業，川崎重工業，富士重工業が参加した。機首の操縦室を除く胴体と主翼の取付

部は，日本の 3社が分担し
7

た。

ボーイング 777は，デジタル航空機としてデザインされた。機体の部品は何百という

供給業者によって製造されており，ネットワークに組み込まれていた。ビット単位の情

報としてデザイン，仕様，その他が構成されているがゆえに，供給業者はそれぞれ違う

仕事を通して協力し合うことができた。ネットワークを使うことで，ボーイング社は拡

張された企業を作り上げ，多くのビジネス・パートナーが顧客の要求を満たすデザイン

と機体を製造可能であるかどうかを確認することができたのであ
8

る。

同様にマクドネル・ダグラス社（現ボーイング社）は，イントラネットによる仮想現

実工場によって航空機を製造した。ダグラス社は既存のネットワークでは 1993年には

50社とのみ接続していたが，1994年秋には 400社の内外工場と，1996年には優秀な下

請工場の数千社と接続した。それまでは入札するのに 2～3日を要していたのに，イン

トラネットを利用すると 2～3秒で可能になった。大小取り混ぜた子会社やサプライヤ

ー，部品工場，下請工場などを，あたかも 1つの工場として有機的に稼動させることが

できる。まさに，バーチャル・ネットワークの効果である。バーチャルは夢物語ではな

く，現実感のある空間を越えた有機的なネットワーク工場として稼動している。

仮想的組織は，中核的（中枢的）能力，資源，顧客機会を統合して作られている。製

品またはサービスを基盤とした機会を共有している企業のネットワークにとっては，通

常のビジネスよりもはるかに優れている。市場参入へのコストが高くなるにつれて，競

争以前の段階である技術，施設，資源が共有されることによって，いっそう多くの資源

を製品の特徴やサービスに傾注できる。それによって，仮想的組織に参加している個々

の企業の競争優位も向上するのであ
9

る。

これらの仮想的組織は，バーチャル・コーポレーションと呼ばれ，仮想的企業体ある

いは仮想組織とも言われる。戦略目的ごとに他企業の経営資源を柔軟に借用しようとい

うのが組織のモデルである。情報ネットワーク・システムを企業間連携の媒介として活
────────────
７ 赤木昭夫〔17〕45−46ページ。
８ Don Tapscot，ドン・タプスコット〔21〕159−160ページ。
９ Sieven L. Goldman, Roger N. Nagel & Kenneth Preiss，ゴールドマン，R. N. ネーゲル，K. ブライスト
〔23〕262−263ページ。
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用しながら，自社の能力や知識ベースを仮想的に拡大するような「機動的系列」の構築

を狙いとしている。ライバル企業であっても，限られた能力しか持たない企業同士が，

高質な資源を臨時的に共有し，急変する複雑な市場ニーズに迅速に対応しようとする試

みである。

Ⅳ ビジネスモデルの展開

最近の企業環境の急激な変化と急速な国際競争力の減退
10

は，企業における変革を求め

ている。そこでは，ただ単にやみくもに企業の改革を進めていけばよいというものでは

なく，いくつかの留意点が必要な客観的な状況が作り出されつつある。つまり，企業と

して国際競争力を構築し，強化するためには，経営戦略と IT のツールを活用したビジ

ネスモデルの構築が企業成長にとって重要であることが次第に明らかになりつつある。

これらは企業としての政策，つまり経営戦略や意思決定の場面において，企業成長や他

企業との差別化・差異化を図るためにビジネスモデルを創案し，構築することが肝要で

あることが判明してきている。そこで，これまでの産業革命や IT，ネットワークの発

展，e ビジネスや中小企業の発展，東大阪市における 3次元 CAD/CAM 導入企業の発

展など，諸現象の推移・変遷を振り返り，それらの発展法則性をも探求しながら，他方

ではビジネスモデルの類型化を試みている。

1．企業政策における経営戦略と IT とビジネスモデルの意義

近年，企業間で差別化・差異化を図り，自社が企業成長を図るためにビジネスモデル

（business method）を構築することが重要になってきている。現代企業では，経営戦略

の重要性が高まっており，IT とビジネスモデルが他社との差別化や企業成長の決め手

となっている。

ビジネスモデルの定義をまず試み，次いで松下電器産業におけるビジネスモデルへの

挑戦の様子を探求する。ビジネスモデルとは，「企業が成長・発展を遂げるための基本

的なビジネス（事業）の経営方法の枠組みを言う。これによって，生物の細胞が自己増

殖をはかるように，企業が自然に成長・発展できる仕組みであり，他企業が真似をしよ

うとしても簡単には真似ができない仕掛けや秘密・ノウハウが隠されているものを言

う。また，環境や時代の変化に対応して，絶えず革新され改革され続けるものを言う」。

松下電器産業では，「創生 21計画」において，「超・製造業への脱皮」と「破壊と創

造」の 2大標語のもとにビジネスモデルの改革が進められている。

第一に，「破壊と創造」では，若手の積極的登用と権限委譲を図り，事業部ごとに区
────────────
１０ 国際競争力の減退と要因については，次の文献を参照されたい。太田進一〔8〕。
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切られた体制を破壊し，製品を横断的に見るマーケティング本部を設置した。ナショナ

ル，パナソニックの二つのマーケティング本部は，事業部に対して発言力を持ってお

り，マーケティング本部では，市場で勝つための製品企画と価格設定を事業部門側に提

案する。マーケティング本部が納得できない場合は，事業部門が生産してもその製品は

仕入れなくてもよい仕組みをこしらえた。このモデルの構築により，現場では作り手と

売り手が日々熾烈な議論を戦わせるようになり，強い商品の創出に繋がっている。第二

に，「超・製造業」への脱皮では，ブラックボックス化をはかろうとしている。製造技

術の水準を高めてきた台湾，韓国，中国に対抗するための政策が「超・製造業」であ

る。松下電器では，ブラックボックスと言う定義を，漓「特許などの知的財産権で守ら

れ，他社が真似できないもの」，滷「材料，プロセス，ノウハウなどで囲まれ，商品を

分解してもわからないもの」，澆「生産方式や形態，仕組み，管理技術といったものづ

くりプロセスが囲い込まれているもの」の 3点であるとしている。

2．ブランド力とビジネスモデル

世界の代表的な企業のブランド力によるランキングと，その第 1位であるコカコーラ

社とペプシコーラ社との競合とビジネスモデル構築の秘密を探る。米国ブランドが強い

背景には，米国ブランドが世界で最も多様な社会環境の中で長期にわたり存在してきた

ことにある。また，強いブランドを志向する企業は，ブランド自らの価値をグローバル

化する地道な活動に継続して取り組んできた。世界のブランドで第 1位を占めるコカ・

コーラ社は，世界に知れ渡った清涼飲料であるコーラを中心にファンタやスプライト，

缶コーヒー「ジョージア」の枢軸商品を展開するとともに，他方では「まろ茶」や烏龍

茶「ファン（煌）」，スポーツドリンク「アクエリアス」などローカル市場を対象とした

多くの商品を開発している。25以上ものブランドで 60種類以上の清涼飲料水を提供し

ている。コーラの原液と原料水に関してはことに厳重に品質管理がなされている。原料

水はその土地のものが使われているが，世界共通の規格のもとに，地域や地勢によって

異なる水が一定の品質の水になるように品質管理を維持し，統一したテースト（味）に

よってブランドを保持してい
11

る。他方では，テレビや多くのメディアを通じて，若者に

訴えるフレッシュで心理的なキャンペーンを大々的に展開するとともに，マーケティン

グを重視し，消費者に密着したローカライズした商品開発にも努力している。世界にお

いては，原料供給会社とボトル会社という，2大供給体制を打ち立てて味と品質の維持

を通して現地に供給している。他方では地域別に子会社を展開して，きめ細かな供給体

制も維持している。

歴史的には 16年ほど後発の 1902年創業であるペプシ
12

社は，世界ブランドのランクで
────────────
１１ コカコーラ社の HP〔42〕
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は 23位とコカ・コーラ社に水をあけられたままである。かつては，ペプシ社がコカコ

ーラ社のシェアを逆転した時期もあったが，ここのところは長期的にコカコーラ社がト

ップの位置を確保している。日本にも数多くの中小メーカーを含めた飲料水会社が存在

するが，基本的には飲料水メーカーの基本的な戦略はそれほど変わらないはずにも関わ

らず，なかなかシェアでは追いつけない。そこには，時代に対応したコカ・コーラ社の

絶えざるビジネスモデルの改革と革新がある。他社に真似ができそうでできないビジネ

スモデルが存在している。

3．産業革命の変遷とビジネスモデルの推移

第 1次産業革命から，第 4次産業革命に至るまでの推移と，それぞれの産業革命での

ビジネスモデルを描いている。また，ごく最近の B to C や C to C, B to B のネットワ

ークにいたるまでを振り返
13

る。第 1次産業革命では，アダム・スミスが『国富論』にお

いて紹介している工場内分業に基づくピンの製造とピンの単品売りである。やがて，

種々のピンを組み合わせたセット売りのビジネスモデルが登場する。これが第 1世代の

ビジネスモデルである。ハードウェアの技術革新により，価格競争とコスト競争が繰り

返され，それは第 2次産業革命まで続いている。第 1世代では，ハードウェア中心のビ

ジネスモデルが圧倒的に多かった。さらに，第 3次産業革命では，単にハードウェアだ

けでなくソフトウェアを組み合わせたビジネスモデルが第 2世代として登場する。それ

は，ハードウェアにソフトウェアが組み合わさっただけでなく，さらにサービスでパッ

ケージ化されてゆく第 3世代のビジネスモデルへと発展する。顧客の抱えるビジネス上

の問題解決を提供して，支援するビジネス・ソリューション型へと発展していく。第 4

次産業革命においては，インターネットの発展に伴ってネットワークが加えられて，第

4世代のビジネスモデルとな
14

る。この第 4世代のビジネスモデルであるインターネット

・ビジネスには，漓B to C においては，アマゾン・ドットコムなどが，滷C to C で

は，イーベイなどが，澆B to B には，GE の資材・部品調達ネットワークやビッグスリ

ーによるインターネット調達ネットワークなどがあ
15

る。

4．IT の発展とビジネスモデル

現代の企業経営を取り巻く環境変化を，次の三つの現象として捉えている。すなわ

ち，漓メガコンペティティブ化（大競争化），滷ネットワーク化（情報網化），澆インタ

────────────
１２ ペプシコーラ社の HP〔43〕
１３ B to B や，B to C の電子商取引の展開と経営戦略との関係については，次の文献を参照されたい。

太田進一〔9〕。
１４ 寺本・岩崎〔15〕43−46ページ。
１５ 寺本・岩崎〔15〕47−52ページ。
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ラクティブ化（双方向化），である。このなかで，滷ネットワーク化（情報網化）を中

心に見ると第 4表の通りとなる。

ネットワーク化（情報網化）は，情報化が物理的なネットワーク化を通じていっそう

進展していく現象をいう。1970年代においては，個別企業間の競争の道具としてネッ

トワークが利用された。業務の効率性や確実性を目的とした企業内の合理化を進展させ

ることで，企業間の競争に打ち勝とうとして企業内でネットワーク化がはかられた。ビ

ジネスモデルも，大量生産・販売型の重厚・長大型モデルから多品種少量型ビジネスモ

デルへと移行した。次いで 80年代は，軽薄短小型ビジネスモデルと，消費者ニーズ対

応型ビジネスモデルが開発された。

90年代では，種々のネットワークが並存し，多様化してきた。ビジネスモデルはネ

ットワークを適宜使い分けし，選択型ビジネスモデルの時代となった。2000年代に入

ると，ネットワークの多様化は残存しているものの，インターネットがネットワークと

しての優位性を次第に勝ち取るとともに，企業内 LAN としてのイントラネット，企業

間ネットワークとしてのエキストラネットが普及していった。EC ビジネスモデルの時

代へ突入してきている。さらにネットワークの発展を見ると，潺バーチャル・ネットワ

ークが，漓のアウトソーシング・ネットワーク，滷のグローバル・ネットワーク，澆の

コーポラティブ・ネットワークの発展形態であり，統合されたネットワークであること

が理解できる。

5．e ビジネスと中小企業のビジネスモデル

漓e アウトソーシング型ビジネスモデルで ASP やポータルサイトがそうである。滷e

第 4表 日本におけるネットーワの推移と主要ツールの移行

年 代 1970年代⇒ 1980年代⇒ 1990年代⇒ 2000年代

ネットワーク種類

LAN
WAN

VAN
EDI

VAN
EDI
CALS
INTERNET

EC

時代区分
個別競争の
道具の時代

業界共通の
基盤の時代

並存の時代
多様化の時代
選択の時代

収束の時代
互換の時代

ビジネスモデル

重厚長大型
多品種少量型

軽薄短小型
消費者ニーズ
対応型
競争優位構築型

選択型 EC 型

出所：太田進一〔11〕309ページ。
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アライアンス（垂直統合）型ビジネスモデルで SCM や ECR がそうである。澆e アラ

イアンス（水平統合）型ビジネスモデルでは，e コラボレーションが挙げられている。

潺e コーディネート（仲介）型ビジネスモデルでは，ネット・オークションや IT コー

ディネーターがある。潸e 顧客サービス型ビジネスモデルでは，CRM（customer relation-

ship management）と NC（network community）がある。澁e ダイレクト（中抜き）ビジ

ネスモデルでは，DIC（direct internet commerce）がある。

6．IT の活用分野と中小企業におけるビジネスモデル

IT の活用分野の 3つの目的と，中小精密金型企業における CAD/CAM の導入の状

況，それによる既存の業務分野の効率化・正確化の効果をみている。さらに東大阪市に

おける 3次元 CAD 導入によるビジネスモデルの類型化を試みている。

中小企業においては，IT の活用分野は次の三つを目的としている例が多い。

漓 既存の業務分野の効率化・正確化

滷 新たな事業分野への進出と取引範囲の拡大

澆 情報化そのものを業務分野とする事業，である。

東大阪市には数多くの中小企業，零細企業が集積しているが，これら中小企業・零細

企業群のうち，近年，3次元 CAD/CAM の技術を身に付けた新たなタイプの中小企業

へと変身している中小企業が増えてきている。中小企業における情報化が進展する中

で，東大阪市においても高度な情報化に対応した中小企業，零細企業が誕生してきてい

るのである。すなわち，漓先発型・オールラウンド型，滷試作モデル提供型，澆技術高

度化・改良型，の三つのビジネスモデルに類型化できる。

Ⅴ ま と め

第蠢章では，企業政策論と経営政策論，その課題を提起している。1990年代におけ

る日本企業の国際競争力の減退と要因の追求が課題である。一つは，IT 化への取り組

みの遅れとネットワーク経済やデジタル経済への移行が大企業や中小企業によってスム

ーズに行われていないことに起因している。また，大企業や中小企業が，国際競争力の

維持ができない理由を，経営戦略の欠如とビジネスモデルの構築にこれまで必ずしも成

功していないことに求めようとしている。つまり，1990年代以降における，大企業や

中小企業を含めた日本企業での国際競争力の減退の要因を，一方での日本企業による経

営戦略やビジネスモデル構築の遅れと，他方での東南アジア等での現地企業の成長の影

響という，第 1図にあるようなサンドイッチ現象に原因を求めようとしている。

第蠡章は，日本企業に関する国際競争力の減退要因と対策（政策）を描いている。1970
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年代の後半から 80年代においては，低成長経済に移行すると，企業の多角化，国際

化，系列化がいっそう進展し，「範囲の経済」を特徴としている。とくに外部経済のメ

リットを追求し，企業系列，下請企業を利用して，事業を外延的に拡大していく時代で

あった。最も日本の国際競争力が強かった時代である。ネットワークやインターネット

の発展を利用し，企業と企業，あるいは企業グループと企業グループ，または企業と企

業グループといった形で，ネットワークを媒介として結合し，連携（partnership）によ

り，相互の得意分野を補完しあいながら，双方の事業を活かしている。これは，自動車

産業や電気産業の大企業，中小企業で現地工場において進められてきている。徐々に，

日本においても，大企業や中小企業において，結合経済やデジタル経済への移行を進

め，ビジネスモデルの構築に成功している企業が誕生し始めており，そのような企業は

現今のデフレ経済下での大方の企業が利益率において赤字経営を余儀なくされているに

もかかわらず，高利益率と高成長を達成している。これは，日本企業による「結合の経

済」や「ニューエコノミー」，「ネットワーク経済」への移行が必ずしもスムーズに行わ

れていないのである。大企業でも中小企業でもそうである。そのために大企業でも影響

が大きく現れている。中小企業では情報ツールをビジネスモデルの構築に利用すること

によって初めて競争優位を構築できる。

第蠱章では，ネットワーク経済の展開とネットワークの発展・変遷をみている。漓外

注化は，現在，拠点的，コア的にアウトソーシング・ネットワークとして展開されてい

る。滷世界化は，現在，広域的にグローバル・ネットワークによって展開されている。

澆協調化は，拠点的に将来にわたってコーポラティブ・ネットワークとして進展しよう

としている。潺仮想化は，漓のアウトソーシング・ネットワークと，滷のグローバル・

ネットワーク，澆のコーポラティブ・ネットワークの発展形態であり，統合されたネッ

トワークである。アウトソーシング・ネットワークでは，アウトソーシングしているの

は中小企業よりも大企業の方が多いが，最近は中小企業でも増えてきている。また情報

システムの契約者は，下請企業へ徐々に依存しつつある。グローバル・ネットワーク

は，自動車や電気産業における主要な企業は海外へ直接投資を実施し，日本本社と海外

工場間でグローバル・ネットワークを展開している。欧米の多国籍企業も，日本よりも

かなり早くから海外工場を展開し，同様にグローバル・ネットワークを展開してきた。

工場間や本社との連携は，欧米企業では VAN や EDI が，日本企業では LAN や国際

VAN，最近は日米欧の企業では，インターネット，イントラネット，エクストラネッ

トが利用され始めている。各国の経営管理システムがグローバルな情報システムと結合

し，グローバル企業体として経営情報システムを形成する。第 3段階は，グローバル企

業全体としての情報システムの統合である。バーチャル・ネットワークは，アウトソー

シング・ネットワーク，グローバル・ネットワーク，コーポラティブ・ネットワークが
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統合化されたものとみてよい。

第蠶章は，ビジネスモデルの展開において，最近の企業環境の急激な変化と急速な国

際競争力の減退は，企業における変革を求めている。つまり，企業として国際競争力を

構築し，強化するためには，経営戦略と IT のツールを活用したビジネスモデルの構築

が企業成長にとって重要であることが次第に明らかになりつつある。これらは企業とし

ての政策，つまり経営戦略や意思決定の場面において，企業成長や他企業との差別化・

差異化を図るためにビジネスモデルを創案し，構築することが肝要であることが判明し

てきている。そこで，これまでの産業革命や IT，ネットワークの発展，e ビジネスや

中小企業の発展，東大阪市における 3次元 CAD/CAM 導入企業の発展など，諸現象の

推移・変遷を振り返り，それらの発展法則性をも探求しながら，他方ではビジネスモデ

ルの類型化を試みている。1．企業政策における経営戦略と IT とビジネスモデルの意

義では，近年，企業間で差別化・差異化を図り，自社が企業成長を図るためにビジネス

モデル（business method）を構築することが重要になってきている。現代企業では，経

営戦略の重要性が高まっており，IT とビジネスモデルが他社との差別化や企業成長の

決め手となっている。2．ブランド力とビジネスモデル，3．産業革命の変遷とビジネス

モデルの推移，4. IT の発展とビジネスモデルでは，漓メガコンペティティブ化（大競

争化），滷ネットワーク化（情報網化），澆インタラクティブ化（双方向化），が大きな

環境変化として登場している。このなかで，滷ネットワーク化（情報網化）を中心に見

ると以下の通りとなる。ネットワーク化（情報網化）は，情報化が物理的なネットワー

ク化を通じていっそう進展していく現象をいう。業務の効率性や確実性を目的とした企

業内の合理化を進展させることで，企業間の競争に打ち勝とうとして企業内でネットワ

ーク化がはかられた。ビジネスモデルはネットワークを適宜使い分けし，選択型ビジネ

スモデルの時代となった。さらにネットワークの発展を見ると，潺バーチャル・ネット

ワークが，漓のアウトソーシング・ネットワーク，滷のグローバル・ネットワーク，澆

のコーポラティブ・ネットワークの発展形態であり，統合されたネットワークであるこ

とが理解できる。5．では，e ビジネスと中小企業のビジネスモデルをみている。6．で

は，IT の活用分野と中小企業におけるビジネスモデルをみている。既存の業務分野の

効率化・正確化，情報化そのものを業務分野とする事業，である。東大阪市には数多く

の中小企業，零細企業が集積しているが，これら中小企業・零細企業群のうち，近年，

3次元 CAD/CAM の技術を身に付けた新たなタイプの中小企業へと変身している中小

企業が増えてきている。中小企業における情報化が進展する中で，東大阪市においても

高度な情報化に対応した中小企業，零細企業が誕生してきている。すなわち，漓先発型

・オールラウンド型，滷試作モデル提供型，澆技術高度化・改良型，の三つのビジネス

モデルに類型化できる。
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（本論文は，同志社大学大学院総合政策科学研究科編『総合政策科学入門（改訂版）』成文堂，2005年 3月

刊行予定の出版物に掲載予定の原稿に，訂正・加筆をしたものである。ここ 4～5年間に書き溜めてきた原

稿をもとに，コンパクトにまとめ直したものである。）
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